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中島 勇

1. 百貨店と POS

POS とは Point Of Sale data capture の略

で，販売時点情報収集システムのことである.す

なわち，店頭において売上げ時点で売上げデータ

をコンビュータ用の入力データに変換し，そのデ

ータを即時(日)または後日まとめて処理し，日常

の営業活動に役立てようとするシステムである.

この POS システムが百貨店やスーパーにおい

てなぜ騒がれているかといえば，一口にいって売

上げの増進と経費削減による利益の増大を確保し

たいからである.

百貨店は， 2， 3年来売上げが横ばい傾向にある.

その理由はいろいろあるだろうが，スーパーや専

門店に客を奪われていることが l つの事実である

以上，他店に負けないマーチャンダイジング(商

品計画とそれにもとづく仕入れ)と販売の戦略を

展開しなければならない.そのための有力な武器

となるのが POS システムである.

POS システム導入のもう l つのメリットに省

力化があげられる.百貨店における省力化のター

ゲットは，売上げデータの収集作業の機械化やオ

ープンキャッシャー制による人件費の削減と，販

売データの社内一元化による後方事務処理作業の

省力化という面におかれている.

この商品情報の有効活用によるマーチャンダイ

ジングと人件費の削減を主体とする省力化の 2 つ

の効果が POS システムの狙いである.ところが
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現実には POSを導入する百貨店がなかなか増え

ず，たとえ導入していてもまだ実験段階にある.

そこに POSに関わる大きな問題が潜んでいる.

そのような状況下にあって，百貨店がいかにして

POS システムの導入を促進していき，社会的な

流通の効率化を実現させていくかとし、う視点、から

SAD法を用いて問題の分析に入った.

2. 問題点の整理と体系化

われわれは百貨店POS の問題分析に入るにあ

たり，まず，いまの百貨店にはどういう問題が内

在しているか，あるいは顕在化しているかという

議論からはじめた.そこから多くの問題点をとり

あげ，それなりに整理をした.因果関係の不明な

問題点や，つかんで、いない定量データなどは，調

査文献や統計資料を調べたり，ある時は幾人かの

百貨店の方に意見をいただし、たりして，できるだ

け正確にしかも多くの人が理解できるよう問題点

の把握に努めた.そうして POS システムにから

む百貨店の現実の姿そのものを問題体系化してい

った(図 1 ). 

この問題体系図は， 見たとおりこうだから

ああなる J ["ああだからこうなる」という具合にす

べて直接的な原因と結果が矢印で結ばれている.

個々の問題点はボックスで示している.結果とな

るボックスにはいくつかの原因となるボックスか

ら矢線が入り，そのときの原因の結果に与える影

響度の度合を数値でつけている.
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問題体系図では百貨店の I POS導入がむずか

しし、」という，1"' '/グスを中心に路え，その)京闘を

つぎつぎに外縁に向けて拡げていった. もっとも

外側にあるボソグスを外|苅(外的要国)といい，

それよりも内側にあるボッゲスを内同(内的要困)

といっている.この問題体系闘では外凶が23個，

内凶が40個取り Lげられた.

3. PO S 導入はなぜむずかしいか

それて、は，問題体系図にもとづいてコンビュー

タ処理をした分析結果を紺介する.

まず外凶の重要性からはじめよう.

百貨店の POS導入をむずカ‘しく

させているお個の外凶のうち i五安な

要因はつぎの 6 点に絞られた.ニれ

らはおしなべて問題改善の突級 ~l と

なるものである.なお，数値は全体

を 100としたときのウエイトである.

①従来のレシスターに比べ価格が

高い (12.6) 

@高度成長により消費購自力が明

k し fニ ( 12.4) 

③POS導入の評価基準が明維で

ない (11. 3) 

④百貨店に合った POS がな L 、

(10.7) 

⑤自社クレシノトカ P →卜が比二;及し

ていなし、 (7.6) 

⑥POS の分析資料が整備されて

いない (7.6) 

この結果，問題点を集約すると，

第!は POS システムメーカーにお

いて百貨店向けのシステム開発があ

まり進んでいないニとであり(①

④)，第 2 には POS システムに関

する研究調査そのものが不十分で、あ

ることがあげられる(③⑥).第引主

高度成長とかグレン、ノトカードの普
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及度合といった環境与件的な制約によるものであ

る(②⑤).

一'方，分析にあたって当初大きな問題であると

考えられていたが，分析の結果影響度がきわめて

小さく，システム開発上無視しでもよいと予測さ

れた要因もいくつかある.たとえば，

④低成長時代 ②競合店の進出

③諸経費の増大 ④店員教育が不十分

⑤消費者のライブスタイルの変化

などである.
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つぎに内因の影響度を調べてみよう.

内 ItIの影響度とは，仮りになんらかの強制的手

段をもってその問題点を解決したなら POS導入

がどれだけ容易になるかを分析したものである.

内困の影響度の大きいものにつぎの 7 点が浮かび

あがった.これらを中間改善目標とIlfんでいる.

①POSに対する認識が薄い

@POS に対するニーズが低い

③ POS のハードコストが相対的に高くつく

④ POS の導入手順がわからない

⑤POS の受入れ体制が不十分である

⑥POS導入の効果測定がむずかしい

⑦問屋のマーチャンダイジングに依存している

ところが多い.

さて，改善の突破 IJ をはつけ出し， '1 1同改善 fl

際が設定できたならば，必然、的に POS導入を町|

んでいる一連のシナリオーができあがる(凶 4 ). 

POS導入をむずかしくさせている糸口はおお

よそ 4 っと考えられる.

お l は，百貨店はこれまで粍昨の高度成長によ

図 1 問題体系図
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要因名 11吻
データの尭生場所が骨散している 1.7 

商品が多品種・少量である 1.8 

顧客どの取引種類が多い 1.4 

部門日11管理制をとっている 5.7 

パートタイマー坊はい 136  

グラ 7

10 15 % 
十一一

消費購買力の増大があった 112.4~ 

担行クレジットカードの不統 5.0 己主主竺竺ヨ

自社クレジッ卜が昔亙 していない ! 7 . 6 1::::::==:士竺ヨ

POS 白骨析責料が整情きれていない 7.6 t:コ

POS 導入町評価基準がはっき円しない 1 1.3

ソンホルマークの統ーができていない I 3.8 巴ココ
百質店に合った POS がない I 10.7 

従来のレジスタ に比べて高い 11.6 c=:--' 
単品目闘が多い 19 コ ; 
作業の標準化が進んでいない 1.2 1-ャ可

諸軽費の上昇 0.4 b 

怯成長時代 0.4 国 1 

競合店の進出 05 国

|消費者のうイフスタイルの宜化 I 0.3 ﾞ 
ー11 返品が自由である 4.7 ロ-"-ココ

ト統一商品コードの不確立 1.3 b 
何?ffィールド実験山月な引3ペコ
ト店員教育が不十骨である 0.0 

仁;二一言 苛 ーTIU下一二二了一 十一一一丁一一

図 2 外因の問題解決能力

る消費購買力の増大の恩恵を受け，品揃え，

陳列レイアウト，対象家:)習をそれほどシビ

アに考えなくても売ることができた さら

に問屋の売上げの一定率を粗利として確保

しているため，売 l二け守高の増大に比例して

利益の拡大がはかられた.そこにおいては

きめ細かな商品の仕入・販売情報を知る必

要性に乏しく，結果的に POS に対するニ

ーズはなかったわけで、ある.

一方では，百貨店の自社クレジットカードがま

だ普及していない. もしクレジットの購買者が増

えるならば，掛売伝票の記入，口座番号の照会，

カード信用チェソクなどに販売員の多くの E数が

とられるため，当然販売処理の合理化から POS

の必要性が認められてくる. しかしそれはまだ先

のことといえる.
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要因名 r~1帝
官(%)

POS の導入手順がわからない 1 23.5 

POS のハードコストが相対的に高(つ (1 23.9 障塁率認容1

販売リスクがない 1 11.6 密密D ! 

l ??のマーチャンダイジングに依存して |川9.8 凶z戸

(rJ企τ時酬問舗酬桝外性一在
金額菅理が中心である 6.2 戸3七! 
自社でマーチャンダイジングする必要が 14.8 出血
ない

商品を並べれば売れた I 12.4 PZ;J 

ク山卜が未挫である 12.6 埠 : 
単品情報の必要がない 15.0 1......' 
POS が昔在しない 19.6 t::::::::ニヨ
経験・勘によるマーチャンダイジ/ク L刊し

11.8 区三羽L かできない F出干

部門ごとの独立性1が戸強い |日3.5 匡z羽

単品情報をと州内川川ずれカか札、

P内OS此に対する認識が薄い 19.5 回恋...........，

附導入の効果測定がむずかしい 18.9 岡国 I 

mに対する認識が薄い J 512 〕いんJ ::bl 
mの畳入れ体制何十骨である 23.5 戸卒中

ト寸ルシステム岨されていない 12. 1 ~司

EPD化がむずかしい 12.2 b:羽 I 

mの導入例が少ない 121 tコ I 

也他 一一 -25里担
図 3 内因の問題解決能力

図 4 主要問題の

シナリオ

第 3 の糸口は，百貨店の部門別管理制にはじま

る.デパートメント・ストアと呼ばれるように，

百貨店はもともと商品群別の売場構成をとってい

るため，各部門ごとの独立性が非常に強い.独立

性が強ければ全館の売場を l つの管理体制のもと

に，管理と情報の一元化をはかることはむずかし

く，したがって， トータルシステム化を志向した

POS の受入れ体制の確立はできにくい.
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第 4 の糸口は，百貨店のニーズに合った POS

が不在なうえ，価格が非常に高いという POS そ

れ自体の問題である.現在各 POS メーカーとも

百貨店向け POS システムの開発に力を入れてお

り，その成果が期待される.

以上が POS導入をむずかしくさせている本質

的な問題シナリオである.

4. 導入手順と評価

これまでの説明で， POS導入を阻んでいるい

くつかの客観的事実を明らかにした.そこで今度

はそれらの事実をふまえて， POSを導入するた

めの手順をいくつか設定し，そこにおける導入の

促進度合を数量的に評価してみたい.

POS導入手順をつぎの 3 段階にわける.

(1)第 l 段階

POS導入条件を整備する段階と捉え，つぎの

ことを実施する.

①POS に関する各種文献，調査資料， 報告

書，実験データなどを収集し，これを整理し

て利用者の便に供する.

②POS導入のための評価基準を設定し， PO 

S導入実験に供する.

③百貨店向け POS のイメージや仕様を明確に

する.

(2) 第 2 段階

POS導入の実験段階とする.第 i 段階の成果

をもとに，実際に一部の領域において POS を導

入し， POS ターミナルより得られたデータを直

接コンピュータにインブァ卜する.具体的な作業

としてはつぎのことがあげられる.

①一部商品に関する単品管理を行ない，コンビ

ュータを利用してマーチャンダイジングに関

するデータ解析を行なう.

②売場でのクレジット処理および伝票発行を P

OS ターミナルで行なう.

③売場および後方の事務処理を，実験に伴って

標準化に向けて改善していく.

1977 年 8 月号

④これらの実験により，百貨店POS の評価尺

度を明らかにすると同時に，百貨店における

POS利用の方向を決定する.

(3)第 3 段階

POS システムを導入するための百貨店業務の

体制固めの段階とする.具体的な作業としてはつ

ぎのものがあげられよう.

①部門別管理体制から総合管理体制へと体制固

めを行なう.

②マーチャンダイジングに科学的な手法を導入

して，単品管理体制を促進する.

③各種業務を標準化・ルール化し，コンビュー

タシステムにのせてゆく，

④売場，検品場，仕入部門などの主要部門をオ

ンライン化する.

さて，将来の POS導入の容易性を予測するた

めには，これらの各段階に対応した外因の問題改

善の程度を設定しなくてはならない.表 l に示す

のは，外国が将来とるであろう予想値である.

予想値は，外閏の問題がまったく改善されない

場合は1. 0 であり，外因の問題が完全に改善され

ると思われる場合には 0.0 の値がとられている.

またある程度の改善が見込まれる場合には，その

改善の程度に応じて， 1. 0から0.0の範囲の値を設

定してし、る.これらの外因の予想値をベースとし

た予測シミュレーションの結果が表 2 である.

現状での POS導入を阻害している問題の最を

100としたとき， 第 1 段階の調査により， その問

題量は78.9まで減少する.すなわち，この段階に

おける POS導入促進度は2 1. 1 であることがわか

る.いいかえるなら， POS導入のための基礎調

査を積み重ねることにより，百貨店における PO

S システムの位置づけが明確になり， POSをど

のような形で導入すればよいかがある程度明らか

となる.

第 2 段階における POS のフィールド実験によ

り，問題量は45.3と半分以下になる.フィールド

実験のもたらすPOS導入促進度合は33.6 ときわ
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表 1 外因の将来の想定値

2 年後 4 年後 6 年後
¥ 

¥ l 体制固め調査段階実験段階の段階

要因名 現利智子醍平時平語
データの発生場所が分散している 1 1. 01 1.0 i 1.01  日
商品が多品種・少量である 1 1.01 1.0:  1.01  1.0 

顧客との取引種類が多い I 1. 0 I 0.8 0.8 I 0.8 

部門別管理制をとっている

ノミートタイマーが多くない

消費購買力の増大があった

銀行系クレジットカードの不統一

自社クレジットが普及していない

POS の分析資料が整備されてい
ない

POS導入の評価基準がはっきり
しない

シンボノレマークの統ーができてい 1 1.0 1 

ない | i 
百貨店に合ったPOSがない I 1.0 I 

従来のレジスターに比べて高い 1 1.0! 

単品の種類が多い 1 1.0 I 

作業の標準化が進んでいない I 1.01 

1.0 

0.9 0.8 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

0.5 

1.0 

0.3 

諸経費の上昇 I 1.01 1.0 1.0 1.0 

低成長時代 1 1.01 1.0 

競合店の進出 I 1.0i 1.0 

1.0 

1.0 

消費者のライフスタイルの変化 1 1.01 1.0 I 1.0 

返品が自由である I 1. 0 I 0.9 I O. 8 

統一商品コードの不確立 1 1.0! 1.0 1.0 

POS のフィールド実験があまり1.0 I 0.8 I 
なされていない I •• U I u. u 1 

店員教育が不十分である I 1. 0 I 0.8 1 0.6 

1.0 

1.0 

1.0 

O. 7 

O. 7 

0.0 

0.4 

表 2 推進段階別の予測結果

システム化推進段階|導入促進蹴る阻害度

現状 |ω 侃O

第 1 段階(調査 2 1. 1 78.9 

第 2 段階(導入実験) 1 33.6 1 45.3 

第 3 段階(体制j整備): 23.9 21.4 

その他による努力 12.3 11.6 

最終的には百貨店，業界，行政およびP

OS システム・サプライヤーの努力によ

っても解消し得ない問題量は，全体の l

割強の 1 1. 6である.

むすぴ

SAD法が開発されてまだ間もないの

に， SADモデルによる分析事例がふえ

ており，それなりに成果をあげている.

今後，多くの企業がさまざまなケースと

してそれを利用していくと思われる.本

レポートは，これまでに導入した事例を

もとにしてつくられている.

なお，参考までに文献資料を紹介して

おこう.

(1) 流通とシステム， No. 6~11 ， (財)流

通システム開発センター.

めて大きい.このことほ長い年月をかけて多くの

調査をするよりは，まず実際に POS を稼動させ

てみて，その効果を判別することの大切さを意味

している.この段階でPOS導入の有効性が実地

に証明された場合には，事後のシステム導入のた

めの体制整備が必要とされる.

(2) 流通効率化のためのシミュレーション報告書，

No.9 , (財)流通システム開発センター.

第 3 段階における体制整備とは，人的組織，情

報システムのトータル化，マーチャンダイジング

における科学的手法の体系化などを主要内容とす

る.この体制整備が完了することにより， POS 

導入阻害度は2 1. 4にまで減少する.

そのほかPOS導入促進のためのいろいろな努

力をした場合には，阻害度は 1 1. 6まで低下する.
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(3) POS システムの開発(百貨店編)， (財)流通シ

ステム開発センタ

(財)流通システム開発センター嘱託研究員

略歴:法政大学経済学部， 日本電気(株)を経て現在

に至る

オベレーションズ. ~サーチ© 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.




